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第４ 【提出会社の状況】
　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2021年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年８月23日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 41,690,300 41,690,300 東京証券取引所市場第一部
単元株式数は
100株であります

計 41,690,300 41,690,300 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2013年12月１日 41,273,397 41,690,300 ― 5,000 ― 5,000

（注） 2013年12月１日をもって、当社株式を１株につき100株の割合で分割しております。

　

(5) 【所有者別状況】

2021年５月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況

(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
　 (人)

― 35 29 76 167 14 7,137 7,458 ―

所有株式数
　 (単元)

― 50,821 6,272 48,144 96,617 32 214,907 416,793 11,000

所有株式数
の割合 (％)

― 12.19 1.50 11.55 23.18 0.01 51.56 100.00 ―

（注）１ 自己株式1,793,047株は、「個人その他」には17,930単元、「単元未満株式の状況」には47株が含まれてお

ります。

　 ２ 「金融機関」には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式452,100株（4,521単元）及び株式給付信託

（J-ESOP）が保有する当社株式305,752株（3,057単元）が含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

2021年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

南部 靖之 兵庫県淡路市 14,763,200 37.00

株式会社南部エンタープライズ 東京都千代田区大手町二丁目６番２号 3,738,500 9.37

BNYM NON-TREATY DTT

（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NEW YORK

10286, U.S.A.

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

1,861,600 4.67

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,521,000 3.81

AVI GLOBAL TRUST PLC

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部）

51 NEW NORTH ROAD EXETER DEVON EX4 4EP

UNITED KINGDOM

（東京都港区港南二丁目15番１号 品川イン

ターシティＡ棟）

1,042,900 2.61

CREDIT SUISSE AG HONG KONG TRUST A/C

CLIENT

（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行）

LEVEL 88, INTERNATIONAL COMMERCE CENTRE,

1 AUSTIN ROAD WEST, KOWLOON, HONG KONG

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

782,800 1.96

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ

口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 757,852 1.90

BNYM TREATY DTT 15

（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NEW YORK

10286, U.S.A.

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

607,400 1.52

株式会社グラティツード 東京都港区愛宕二丁目３番１号 596,600 1.50

パソナグループ従業員持株会 東京都千代田区大手町二丁目６番２号 581,300 1.46

計 ― 26,253,152 65.80

(注)１ 上記のほか、提出会社名義の自己株式1,793,047株がありますが、会社法第308条第２項の規定により議決権を
有しておりません。

２ 当社は株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、株式会社日本カストディ銀行（信託
Ｅ口）（以下「信託Ｅ口」という。）が当社株式757,852株を保有しております。信託Ｅ口が保有する当社株式
については、自己株式に含めておりません。

３ 2019年10月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、Tempered Investment
Management LTD.が2019年10月１日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として
2021年５月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ
ん。
なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(株)

株券等
保有割合(％)

Tempered Investment Management LTD.
Chadwick Court, North Vancouver, BC
Canada

2,847,400 6.83

４ 2020年12月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、Asset Value Investors Limitedが

2020年12月１日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年５月31末現在

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(株)

株券等
保有割合(％)

Asset Value Investors Limited
英国ロンドン市、セント・ジェームスズ、ビ
ュリィストリート25

1,701,500 4.08
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

― ―
普通株式 1,793,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,886,300 398,863 ―

単元未満株式 普通株式 11,000 ― ―

発行済株式総数 41,690,300 ― ―

総株主の議決権 ― 398,863 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式452,100株（議

決権数4,521個）及び株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式305,752株（議決権数3,057個）が含まれ

ております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式47株が含まれております。

② 【自己株式等】

2021年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社パソナグループ

（自己保有株式）
東京都千代田区丸の内
一丁目５番１号

1,793,000 ― 1,793,000 4.30

計 ― 1,793,000 ― 1,793,000 4.30

(注) １ 株式給付信託（BBT）が保有する当社株式452,100株（1.08％）及び株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社

株式305,752株（0.73％）は、上記自己株式に含めておりません。

２ 上記自己株式には、単元未満株式47株が含まれておりません。

(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

①取締役に対する株式給付信託（BBT）

当社は、2015年８月19日開催の第８期定時株主総会決議に基づき、2015年10月26日より、業績連動型株式報

酬制度として「株式給付信託（BBT）」（以下「BBT制度」という。）を導入しており、その対象者は評価対象

事業年度の９月１日時点において取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非業務執行取締役を除

く。）及び役付執行役員（監査等委員会設置会社移行直前に取締役であった者に限る。）として在任していた

者（以下「取締役等」という。）としております。

a.BBT制度の概要

BBT制度の導入に際し、「役員株式給付規程」を制定しております。当社は、制定した役員株式給付規程に基

づき、将来給付する株式を予め取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭に

より当社株式を取得しました。

BBT制度は、役員株式給付規程に基づき、取締役等にポイントを付与し、そのポイントに応じて、取締役等に

株式を給付する仕組みです。

b.取締役等に給付する予定の株式の総数

452,100株

c.BBT制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

取締役等を退任した者のうち役員株式給付規程に定める受益者要件を満たす者
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②従業員に対する株式給付信託（J-ESOP）

当社は、2015年10月26日より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として当社従

業員ならびに当社子会社の役員及び従業員（以下「従業員等」という。）に対して自社の株式を給付するイン

センティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「J-ESOP制度」という。）を導入しております。

a.J-ESOP制度の概要

J-ESOP制度の導入に際し、「株式給付規程」を制定しております。当社は、制定した株式給付規程に基づき、

将来給付する株式を予め取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭により当

社株式を取得しました。

J-ESOP制度は、株式給付規程に基づき、従業員等にポイントを付与し、そのポイントに応じて、従業員等に

株式を給付する仕組みです。

b.従業員等に給付する予定の株式の総数

305,752株

c.J-ESOP制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。
　　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は、持続的に発展する企業として充分な役割を果たすため、新規事業投資や設備投資などの成長資金を確保

しつつ、経営基盤と収益力の強化に努め、企業価値の向上による株主利益の増大を目指しております。また、業績

に応じた株主還元を実施することを基本方針として、連結配当性向30％を目処とするとともに、継続的かつ安定的

な配当の維持に努めております。

当社の剰余金の配当は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うこと

ができる旨を定款で定めております。

当連結会計年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けましたが、増収増益となったことから、2021年５月

期の年間配当金は2021年７月15日の取締役会決議に基づき１株当たり30円といたします。また、配当金の支払開始

日（効力発生日）につきましては、昨年同様、従来より前倒しの2021年８月６日といたします。

基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当額

2021年７月15日 取締役会 1,196百万円 30円

４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、創業以来変わらぬ「社会の問題点を解決する」という企業理念のもと、ソーシャルソリューションカン

パニーとして、私たちに関わるすべての方々に対して、人生のあらゆる場面をプロデュースするとともに、持続可

能な社会に貢献することを使命とし、人々の心豊かな生活を創造する『Smart Life Initiative』を実現できる社会

を目指して活動しています。

こうした企業理念・企業としての社会的使命に共感いただける株主をはじめとする、当社ステークホルダー（利

害関係者）に対して、企業価値の継続的な向上を実現することは、企業としての基本的使命でもあります。

当社グループは、常に社会から「必要とされる会社」であり、働く人々に「真の“ソーシャル・ワーク・ライ

フ・バランス”を提言する会社」、顧客企業に「信頼と安心感を持たれる会社」、従業員が「自信と誇りを持って

チャレンジできる会社」であり続けなければなりません。

そのためにも、コーポレート・ガバナンスの強化を推進し、遵法精神と高い倫理観に基づいたマネジメントを常

に意識して実行してまいります。

業界のリーディングカンパニーとしての自覚を持ち、当社グループ及び業界全体の社会的信用を高める努力を継

続していくことは、ステークホルダーに対する責任を果たすと同時に、当社の事業基盤をより強固にし、企業価値

を向上させるものであると確信しております。

なお、コーポレート・ガバナンスの状況につきましては、「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」を上場

証券取引所及び当社ホームページ上に掲載し、一般に公開するとともに、記載内容の更新を随時行っております。

　

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、取締役会の監査・監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスを充実させるとともに、取締役への権

限委譲により迅速な意思決定を行い、経営の効率性を高めることを目的として、統治形態を監査等委員会設置会社

としております。当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下のとおりであり、当該体制とすることで経営環境の

変化にも迅速に対応した経営判断が可能となり、適時適正な業務執行が行える体制と考えております。

　

内部統制に関する主要機関は以下のとおりであります。

イ 取締役会

取締役会は、当社経営上の重要事項に関する意思決定を行うとともに、取締役の業務執行についての監督を行

っております。有価証券報告書提出日現在、監査等委員ではない取締役５名（男性３名・女性２名）及び監査等

委員である取締役４名（全員男性）のうち独立社外取締役は３名おり、役員の３分の１を独立社外取締役で構成

することにより、取締役会の監視機能を強化しております。なお、取締役の氏名については、「(2)役員の状況」

に記載しております。

取締役会の議長は、代表取締役社長が務めております。
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ロ 監査等委員会

監査等委員会は、取締役の職務の執行状況等についての監査を行い、会計監査人や内部監査部門とも連携し、

有効に監査が行えるように努めております。有価証券報告書提出日現在、常勤の社内取締役１名、社外取締役３

名で構成しており、社外取締役３名全員を独立役員に指定しております。なお、監査等委員の氏名については、

「(2)役員の状況」に記載しております。

監査等委員会の議長は、常勤監査等委員が務めております。

ハ 経営会議

経営会議は、全社的に影響を及ぼす重要事項について、迅速かつ効率的な意思決定を行うために、原則として

月２回開催しており、有価証券報告書提出日現在、監査等委員ではない取締役５名及び常勤監査等委員１名なら

びに役付執行役員14名で構成しております。

経営会議の議長は、代表取締役社長が務めております。

ニ 内部統制委員会 他

経営会議の下部組織及び代表取締役直轄組織として、内部統制やリスク管理、また顧客満足度の向上などの具

体的な施策を実施するため、次の７つの委員会を部門横断的に設けております。

(ⅰ) 内部統制委員会 (ⅴ) 環境委員会

(ⅱ) コンプライアンス委員会 (ⅵ) SDGs委員会

(ⅲ) リスクマネジメント委員会 (ⅶ) DX推進委員会

(ⅳ) CS/ES委員会

ホ 指名・報酬委員会

指名・報酬委員会は、取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレー

ト・ガバナンスの充実を図ることを目的に設置しており、取締役の選任・解任に関する事項、代表取締役の選

定・解職に関する事項、役付取締役の選定・解職に関する事項の審議及び取締役会への答申、ならびに監査等委

員ではない取締役の個人別の固定報酬等に関する事項の決定を行っております。指名・報酬委員会は、当社の独

立性の基準を満たした独立社外取締役を過半数として構成されており、有価証券報告書提出日現在、以下の３名

で構成されております。

氏名 地位及び担当

堀 裕 有識者（弁護士）

舩橋 晴雄 監査等委員（独立社外取締役）

古川 一夫 監査等委員（独立社外取締役）

なお、指名・報酬委員会の委員長は堀裕氏が務めております。
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『コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制図』

③企業統治に関するその他の事項

a.内部統制システムの整備の状況

イ 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

(ⅰ) 企業行動憲章を制定し、当社及び子会社の役職員に対して、企業行動憲章により定められている企業活動の

根本理念を十分に理解させることにより、法令等遵守の意識の徹底を図る。

(ⅱ) 当社及び子会社の取締役が、法令・定款を遵守すること、ならびに企業理念に則った行動を取るよう、各社

の取締役会及び経営会議等を通じて監視し、徹底を図る。

(ⅲ) 当社及び子会社の役職員が日々の業務を行うにあたり遵守すべき基本的な行動基準を定め、当社及び子会社

のコンプライアンス推進のための活動・統制を行う組織としてコンプライアンス委員会を設置する。また、

コンプライアンス委員会の活動概要は定期的に取締役会に報告する。

(ⅳ) 当社はパソナグループ全体を対象とする内部通報制度を設け、内部通報窓口を社内及び社外に設置し、パソ

ナグループの使用人等からの通報による、組織的または個人に関わる法令に違反する恐れのある重大な事実

等の未然の防止、早期把握に取り組む。

(ⅴ) CIU室及びグループ内部監査室はパソナグループ各社に対し内部監査を実施し、業務遂行の適正性、妥当性な

らびに適法性を監査し内部統制の向上を図る。

(ⅵ) 当社は、企業行動憲章に基づき、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。ま

た、不当要求等への対応を所管する部署を定めるとともに、事案発生時の報告及び対応に係る規程等の整備

を行い、警察等関連機関とも連携し毅然と対応する。

(ⅶ) 当社と利害関係を有しない社外取締役を選任し、取締役の相互監視・監督機能を強化することにより、適法

性を確保する。

(ⅷ) 常勤監査等委員ならびに当社と利害関係を有しない監査等委員である社外取締役による監視を行う。
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ロ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の意思決定または取締役に対する報告に用いる重要な文書の作成、保存及び廃棄については制定された

文書管理規程に基づき、実行されるよう徹底を図る。

ハ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(ⅰ) 当社及び主要な子会社は危機管理について定められたリスクマネジメント規程により管理を行うとともに、

役職員全員に危機管理マニュアルの概要を配布することにより徹底を図る。

(ⅱ) リスクマネジメント体制における最高責任者はグループ代表とする。リスクに関する統括管理は当社及び主

要な子会社に設置されたリスクマネジメント委員会が行い、コーポレートガバナンス本部の担当役付執行役

員をリスクに関する統括責任者として指名する。

(ⅲ) リスクマネジメント委員会は、危機管理マニュアルに基づいて予め具体的なリスクを想定・分類し、有事の

際には迅速かつ適切な情報伝達が行えるよう、整備を行っておく。

(ⅳ) 当社のCIU室及びグループ内部監査室は、当社及び子会社の各部署の日常的なリスク管理状況の監査を実施す

る。

ニ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(ⅰ) 当社及び子会社の各取締役の職務執行については、各社において組織規程により業務分掌、職務権限を定め、

これにより責任の明確化ならびに効率的な業務の遂行を図る。

(ⅱ) 当社は定例取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。また、監査等委員では

ない取締役及び常勤監査等委員ならびに役付執行役員が出席する経営会議において、業務執行に関する経営

課題を審議する。

(ⅲ) 子会社は会社の規模に応じて定例取締役会を毎月もしくは少なくとも四半期に１回以上開催するよう取締役

会規程を定めており、当社の経営企画部が開催状況を定期的に確認する。

　 また、子会社は必要に応じて臨時取締役会を開催する。

(ⅳ) 当社及び子会社の取締役会は、経営の執行方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決

定し、業務執行状況を監督する。

ホ 当社ならびに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

上記イ～ニに掲げる事項のほか、

(ⅰ) 子会社の取締役または監査役を当社から子会社に派遣し、取締役会への出席及び監査役による監査を通じて

経営の状況を把握し、監督する。

(ⅱ) 子会社とグループ経営契約を締結し、取締役等の職務執行に係る重要事項について当社が報告を受ける体制

とする。

(ⅲ) 当社のCIU室及びグループ内部監査室は当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を常勤の取締役及び監

査等委員ならびに役付執行役員が出席する内部監査報告会に報告し、状況に応じて必要な管理を行う。

(ⅳ) 財務報告の適正性確保のため、当社の内部統制委員会は内部統制委員会規程に基づき、内部統制評価計画の

策定、グループ内部監査室が実施する内部統制評価のモニタリングを行い、内部統制報告書を作成し、取締

役会へ提出する。

ヘ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査等委員会室を設置し、監査等委員会室の要員が専任の補助使用人として監査等委員会の職務の補助を行

う。

ト 前号の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び監査等委員会の

当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(ⅰ) 監査等委員会の補助使用人は当社の業務執行に係る役職を兼務せず、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂

行する。
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(ⅱ) 監査等委員会の補助使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分には、監査等委員会の事前承認を得る。

チ 当社及び子会社の取締役及び使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制及び当社の監査等委員会また

は子会社の監査役に報告をした者が報告をしたことを理由として不利益を受けないことを確保するための体制

(ⅰ) 当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社の信用を著しく低下させる事項及び会社の業績を著しく悪化さ

せる事項が発生し、または発生する恐れがあるとき、役職員による違法または不正な行為を発見したときは

速やかに所属する会社の監査等委員会または監査役に報告を行うこととし、その徹底を図る。子会社におい

て、監査役がこれらの報告を受けた場合は、ただちに当社の監査等委員会へ報告する。また、当社及び子会

社において内部通報制度による通報があった場合、ただちに当社の監査等委員会へ報告される。

(ⅱ) 前項の報告者に対し、報告を理由とした不利益な取扱いは行わない旨を当社及び子会社のコンプライアン

ス・ホットライン規程に定めて徹底する。

リ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の処理の方針その他監査等委員会の監査が実効的に行われること

を確保するための体制

(ⅰ) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続き、その他の当該職務の執行につい

て生ずる費用または債務の処理は、監査等委員からの申請に基づき適切に行う。

(ⅱ) 監査等委員会は、代表取締役社長、会計監査人、CIU室、グループ内部監査室、監査等委員会室及び子会社監

査役と連携を強め、必要に応じて随時意見交換会を開催する。

b.リスク管理体制の整備の状況

上述の「a.内部統制システムの整備の状況 ハ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体

制」に記載された体制を整備しております。

c.取締役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待された役割を十分発揮できるようにするため、会社法第426条第１項に基づき、

同法第423条第１項の取締役（取締役であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会

の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

d.責任限定契約の内容の概要

当社は、定款に取締役（業務執行取締役等である者を除く。）の責任限定契約に関する規定を設けており、取締

役竹中平蔵氏及び社外取締役全員と責任限定契約を締結しております。

当該契約に基づき、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失が

なかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担するものとして

おります。

e.役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社の取締役、執行役員、部室長及びパソナグループ子会社の取締役、監査役、執行役員を被保険者と

する会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。

当該保険契約では、当社が負う有価証券損害賠償費用、争訟費用、不祥事が生じた際の社内調査費用に加え、被

保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求がなされたことによ

り、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等が填補されることになります。ただし、法令違反の行為のあることを

被保険者が認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。

なお、保険料は会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
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f.取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって決する旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票に

よらない旨も定款に定めております。

g.取締役の定数

当社は、監査等委員ではない取締役は15名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨を定款に定めてお

ります。

h.株主総会の特別決議

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって決する旨

を定款に定めております。

i.剰余金の配当等の決定機関

当社は、機動的な資本政策及び配当政策が遂行できるよう、剰余金の配当等会社法第459条第１項に定める事項

については、法令に特段の定めがある場合を除き、取締役会決議によって定めることとする旨を定款に定めており

ます。
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(2) 【役員の状況】

①役員一覧

男性7名 女性2名 （役員のうち女性の比率22％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

グループ代表 兼 社長
南 部 靖 之 1952年１月５日

1976年２月 株式会社マンパワーセンター(現株式会社南部エン

タープライズ)設立同社専務取締役

1991年４月 同社代表取締役

1992年３月 株式会社テンポラリーサンライズ（現株式会社パ

ソナ）代表取締役

1996年３月 株式会社ビジネス・コープ（現株式会社ベネフィ

ット・ワン）取締役

1999年４月 株式会社パソナ（現株式会社南部エンタープライ

ズ）代表取締役社長

2000年６月 株式会社パソナ代表取締役グループ代表

2004年８月 同社代表取締役グループ代表兼社長営業総本部長

2007年12月 同社代表取締役

当社代表取締役グループ代表兼社長（現任）

2010年６月 株式会社ベネフィット・ワン取締役会長

2011年８月 株式会社パソナ代表取締役会長（現任）

注３ 14,763,200

取締役

会長
竹 中 平 蔵 1951年３月３日

1996年４月 慶應義塾大学総合政策学部教授

2001年４月 経済財政政策担当大臣、ＩＴ担当大臣

2002年９月 経済財政政策担当大臣、金融担当大臣

2004年７月 参議院議員

2004年９月 経済財政政策担当大臣、郵政民営化担当大臣

2005年10月 総務大臣、郵政民営化担当大臣

2006年11月 慶應義塾大学教授グローバルセキュリティ研究所

所長

2007年２月 株式会社パソナ特別顧問、同社アドバイザリーボ

ードメンバー

2009年８月 当社取締役会長（現任）

2015年６月 オリックス株式会社社外取締役（現任）

2016年４月 慶應義塾大学名誉教授（現任）

東洋大学国際地域学部（現国際学部）教授

2016年６月 ＳＢＩホールディングス株式会社社外取締役（現

任）

注３ 26,000

取締役

副社長執行役員

Pasona Way本部長 兼

社会貢献室担当

深 澤 旬 子 1953年５月28日

1974年４月 三井東圧化学株式会社（現三井化学株式会社）入

社

1978年７月 株式会社電通（現株式会社電通グループ）入社

1981年９月 株式会社テンポラリーセンター（現株式会社南部

エンタープライズ）入社

1990年１月 同社取締役広報室長

2000年６月 株式会社パソナ専務執行役員人事企画本部長

2003年４月 株式会社パソナハートフル代表取締役社長（現

任）

2007年12月 当社取締役専務執行役員人事部・広報室・企画制

作室担当兼社会貢献室長

2015年６月 当社取締役専務執行役員人事・企画本部長兼社会

貢献室担当

2017年６月 株式会社ベネフィット・ワン取締役会長（現任）

2017年８月 当社取締役副社長執行役員人事・企画本部長兼社

会貢献室担当

2018年８月 当社取締役副社長執行役員Pasona Way本部長兼社

会貢献室担当（現任）

注３ 193,100

　



― 40 ―

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

副社長執行役員

事業開発本部長
山 本 絹 子 1955年11月５日

1979年２月 株式会社マンパワーセンター（現株式会社南部エ

ンタープライズ）入社

1990年１月 同社取締役大阪営業本部担当

2000年６月 株式会社パソナ常務執行役員雇用開発室担当雇用

開発室長

2005年６月 株式会社関西雇用創出機構（現株式会社パソナマ

スターズ）代表取締役社長

2007年12月 当社取締役専務執行役員事業開発部担当

2012年９月 株式会社パソナふるさとインキュベーション代表

取締役社長

2015年６月 当社取締役専務執行役員事業開発本部長

2016年12月 株式会社ニジゲンノモリ代表取締役社長

2017年８月 当社取締役副社長執行役員事業開発本部長兼スマ

ートライフ・イニシアティブ本部長

2018年９月 当社取締役副社長執行役員事業開発本部長（現

任）

2020年４月 株式会社パソナスマイル代表取締役社長（現任）

注３ 139,900

取締役

副社長執行役員

経営企画本部長

若 本 博 隆 1960年11月２日

1984年４月 株式会社埼玉銀行（現株式会社りそな銀行、株式

会社埼玉りそな銀行）入行

1989年６月 株式会社テンポラリーセンター（現株式会社南部

エンタープライズ）入社

2006年９月 株式会社パソナ取締役常務執行役員経営企画室長

兼法務室・関連会社室・国際業務室担当

2007年12月 当社取締役常務執行役員経営企画部長兼ＣＭＯ

室・国際業務室担当

2010年６月 株式会社ベネフィット・ワン取締役

2012年７月 当社取締役専務執行役員経営企画部担当

2015年６月 当社取締役専務執行役員経営企画・総務本部長

2017年８月 当社取締役副社長執行役員経営企画・総務本部長

2018年８月 当社取締役副社長執行役員経営企画本部長（現

任）

2019年６月 株式会社パソナナレッジパートナー代表取締役社

長（現任）

注３ 43,000

取締役

（常勤監査等委員）
野 村 和 史 1955年３月15日

1977年４月 株式会社マンパワーセンター（現株式会社南部エ

ンタープライズ）入社

1985年４月 同社取締役

2000年６月 株式会社パソナ常務執行役員関東営業部長

2001年６月 エヌエスパーソネルサービス株式会社代表取締役

社長

2010年４月 同社代表取締役会長

2013年５月 株式会社パソナ特別顧問

2013年８月 同社常勤監査役

2019年８月 当社取締役常勤監査等委員（現任）

注４ 45,400

取締役

（監査等委員）
舩 橋 晴 雄 1946年９月19日

1969年７月 大蔵省（現財務省）入省

1988年６月 同省主税局国際租税課長

1989年５月 外務省在フランス日本国大使館参事官

1994年７月 大蔵省副財務官

1995年３月 同省東京税関長

1998年６月 証券取引等監視委員会事務局長

2000年６月 国土庁（現国土交通省）長官官房長

2001年７月 国土交通省国土交通審議官

2002年７月 同省退官

2003年２月 シリウス・インスティテュート株式会社代表取締

役（現任）

2005年３月 ケネディクス株式会社社外監査役

2006年６月 鴻池運輸株式会社社外監査役

2007年12月 当社社外監査役

2011年12月 イーピーエス株式会社（現ＥＰＳホールディング

ス株式会社）社外監査役

2019年８月 当社社外取締役監査等委員（現任）

2019年12月 ＥＰＳホールディングス株式会社社外取締役（現

任）

注４ 12,800
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

（監査等委員）
古 川 一 夫 1946年11月３日

1971年４月 株式会社日立製作所入社

2005年４月 同社代表執行役執行役副社長情報・通信グループ

長＆ＣＥＯ兼輸出管理本部長

2006年４月 同社代表執行役執行役社長

2006年６月 同社取締役代表執行役執行役社長

2007年５月 社団法人日本経済団体連合会（現一般社団法人日

本経済団体連合会）副会長

2009年４月 株式会社日立製作所取締役代表執行役執行役副会

長

2009年６月 同社特別顧問

2011年６月 一般社団法人情報処理学会会長

2011年10月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構（現国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構）理事長

2019年６月 日本碍子株式会社社外取締役（現任）

2019年８月 当社社外取締役監査等委員（現任）

注４ 6,700

取締役

（監査等委員）
宮 田 亮 平 1945年６月８日

1997年４月 東京藝術大学美術学部教授

2004年４月 同大学理事兼副学長

2005年12月 同大学学長

2016年２月 文部科学省文化庁長官

2016年４月 東京藝術大学名誉教授兼顧問（現任）

2021年７月 長岡造形大学客員教授（現任）

2021年８月 当社社外取締役監査等委員（現任）

注４ 0

計 15,230,100

　 　　
(注) １ 取締役舩橋晴雄氏、古川一夫氏及び宮田亮平氏は、社外取締役であります。

２ 株式会社東京証券取引所に対し、舩橋晴雄氏、古川一夫氏及び宮田亮平氏を独立役員とする独立役員届出書

を提出しております。

３ 監査等委員ではない取締役の任期は、2021年５月期に係る定時株主総会終結の時から2022年５月期に係る定

時株主総会終結の時までであります。

４ 監査等委員である取締役の任期は、2021年５月期に係る定時株主総会終結の時から2023年５月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

５ 当社では、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し、業務執行機能のスピードアップと強化を目的に執行役

員制度を導入しております。

②社外取締役の状況

提出日現在、当社の社外取締役は３名であり、取締役の３分の１を社外取締役で構成しております。

社外取締役と当社との人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係はなく、いずれも監査等委員として

社内出身の取締役とは異なる客観的視点に基づき、独立した立場から業務執行に対する適切な監査及び監督を行う

ために選任しております。

当社の社外取締役及び社外取締役候補者は、当社が定める以下の独立性の基準を満たす者としており、舩橋晴雄

氏、古川一夫氏及び宮田亮平氏を独立役員としております。

・２親等以内の親族が、現在または過去において、当社または子会社の業務執行取締役として在籍していないこ

と。

・現在、業務執行者・使用人として在籍する会社と当社グループにおいて取引がある場合、過去３事業年度にお

いて、その取引金額が当社の連結売上高の２％を超えないこと。

・過去３事業年度において、法律、会計もしくは税務の専門家またはコンサルタントとして、当社グループから

直接的に年間1,000万円を超える報酬（当社の役員としての報酬及び当該社外取締役が属する機関・事務所に支

払われる報酬は除く。）を受けていないこと。

・過去３事業年度において、当社グループから年間1,000万円を超える寄付等を受ける組織の業務執行者ではない

こと。

③社外取締役または社外監査等委員による監督または監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携

ならびに内部統制部門との関係

当社の社外取締役は、原則として毎月開催の監査等委員会のほか、会計監査人、CIU室及びグループ内部監査室

などの内部統制に係る組織と必要に応じて双方向的な情報交換を実施することで当社の内部統制システム全般をモ

ニタリングするとともに、より効率的な運用について助言を行っております。
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(3) 【監査の状況】

①監査等委員会監査の状況

当社の監査等委員会は、常勤の社内取締役１名と社外取締役２名の３名で構成されております。また、監査等委

員会監査の実効性を高めるため、監査等委員会室（人員：２名）を設置しております。

　なお、社外取締役の舩橋晴雄氏は、大蔵省及び国税庁等の経験及び長年にわたる複数社での監査役の経験を有し

ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　当事業年度において、監査等委員会を原則毎月１回開催しており、年間12回開催しましたが、個々の監査等委員

の出席状況は次のとおりです。

氏名 開催回数 出席回数

野村 和史 12回 12回

森本 靖一郎 11回 11回

舩橋 晴雄 12回 12回

古川 一夫 12回 12回

※森本靖一郎氏は、当事業年度において、2021年5月14日に逝去により退任するまでに11回開催した監査等委員

会のうち全てに出席いたしました。

監査等委員会においては、主に監査計画の策定、監査報告書の作成、会計監査人の評価及び再任、会計監査人の

報酬の同意、内部統制システムの構築・運用状況、グループ全体のリスク管理体制について検討を行っています。

　各監査等委員は、取締役会に出席し、取締役からの事業報告を受け、決議内容等を監査し、必要に応じて意見表

明しています。上記に加え、常勤監査等委員は、経営会議やコンプライアンス委員会等の重要な会議への出席、関

係会社に対する往査、重要な決裁書類等の閲覧、会計監査人、CIU室及びグループ内部監査室との定期的な意見交換

等により、業務執行状況全般を監査しております。なお、監査等委員会は、監査結果について、取締役会に対し口

頭または文書で報告、必要に応じて助言しております。

②内部監査の状況

CIU室（人員：３名）及びグループ内部監査室（人員：９名）が内部監査規程及び関係会社内部監査規程に基づ

き、法令及び社内諸規程の遵守状況を監視し、業務上の不正・過誤による不測の事態の発生を防ぐとともに、業務

の改善と経営効率の向上等を目的として内部監査を実施しております。また、内部統制システムの構築・運用状況

のチェックについてはグループ内部監査室及び内部統制委員会にて行っております。

常勤監査等委員は、内部監査結果について個別の内部監査報告書の報告を受けるとともに、原則として四半期毎

に開催される内部監査報告会に出席し、CIU室長及びグループ内部監査室長からの報告を受け、また別途、CIU室長

及びグループ内部監査室長と月１回情報交換会を定例的に開催し、社内業務の適正化、コンプライアンス遵守状況

の確認、業務改善、指導事項を共有化しております。加えて、監査等委員会監査方針計画と内部監査方針等につき、

緊密な情報交換を実施しております。
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③会計監査の状況

a.監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

b.継続監査期間

14年間

c.業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員 業務執行社員：長島拓也氏、大橋武尚氏

d.監査業務に係る補助者の構成

監査業務に係る補助者の構成については、公認会計士８名及びその他監査従事者25名を構成員として、監査

法人の監査計画に基づき、決定されております。

e.監査法人の選定方針と理由

当社監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関す

る監査役等の実務指針」に基づき、会計監査人の品質管理の状況、独立性及び専門性、監査体制が整備されて

いること、具体的な監査計画ならびに監査報酬が合理的かつ妥当であることを確認し、監査実績などを踏まえ

たうえで、会計監査人を総合的に評価し、選定について判断しております。

　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合には、監査等委員会は監査等

委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。また、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、そ

の必要があると判断した場合には、監査等委員会は、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的

とすることといたします。

f.監査等委員会による監査法人の評価

当社監査等委員会は、品質管理体制、独立性、経営者・監査等委員・財務経理部門とのコミュニケーション

などの選定方針の項目に基づき会計監査人を評価した結果、会計監査は適正であったと総合的に判断しており

ます。

　



― 44 ―

④監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬

(単位：百万円)

区 分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬

非監査業務に

基づく報酬

監査証明業務に

基づく報酬

非監査業務に

基づく報酬

提出会社 73 － 74 －

連結子会社 78 4 87 6

合計 152 4 161 6

前連結会計年度における連結子会社の非監査業務の内容は、各種アドバイザリー業務等であります。

当連結会計年度における連結子会社の非監査業務の内容は、各種アドバイザリー業務等であります。

b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

(単位：百万円)

区 分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬

非監査業務に

基づく報酬

監査証明業務に

基づく報酬

非監査業務に

基づく報酬

提出会社 － － － －－－－－

連結子会社 1 12 1 83

合計 1 12 1 83

前連結会計年度における連結子会社の非監査業務の内容は、事業戦略のアドバイザリー業務であります。

当連結会計年度における連結子会社の非監査業務の内容は、事業戦略のアドバイザリー業務であります。

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

d.監査報酬の決定方針

当社では、監査公認会計士等の監査計画・監査内容、監査に要する時間等を十分に考慮し、適切に監査報酬

額を決定しています。

e.監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移ならびに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年

度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項

及び第３項の同意を行っております。
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(4) 【役員の報酬等】

①役員報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項

a.取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下「決

定方針」という。）を決議し、2021年６月30日開催の取締役会において、指名・報酬委員会設置に伴い、当該決

定方針の改定の決議を行いました。

b.決定方針の内容の概要

取締役の報酬については、2017年８月18日開催の第10期定時株主総会の決議により報酬限度額を決定しており

ます。

取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非業務執行取締役を除く。）の報酬は、固定報酬である基

本報酬と、中長期的な業績ならびに企業価値の向上への貢献意識を高めることを目的とした業績連動型株式報酬

によって構成しており、業績連動型株式報酬の報酬総額に占める比率は、原則として、業績目標達成時に概ね０

％～30％程度となるように設計しております。他方、それ以外の取締役の報酬は、業務執行を行う取締役を監督

する立場にあることを勘案し、固定報酬のみで構成しております。

監査等委員ではない取締役の固定報酬については、株主総会で承認された取締役報酬総額の範囲内において、

役位、立場、役割、会社への貢献度等を勘案し、当社の独立性の基準を満たした独立社外取締役を過半数として

構成された指名・報酬委員会にて決定しております。他方、監査等委員である取締役の固定報酬については、株

主総会で承認された報酬総額の範囲内において、監査等委員である取締役の協議により決定しております。

業績連動型株式報酬は、株式給付信託（BBT）を採用しており、各事業年度の業績目標の達成度等に応じて、各

取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非業務執行取締役を除く。）の役位に応じた基礎係数をもと

に、取締役会にて定められた方法により決定しております。評価指標は、事業活動の成果である連結の営業利益

及び親会社株主に帰属する当期純利益を採用するとともに、具体的な上限額を設けることにより、透明性と客観

性を高めております。

固定報酬は年額で定め、９月より毎月その12分の１を与えることとし、業績連動型株式報酬である株式給付信

託（BBT）に係る株式は、原則として退任時に交付するものとしております。

c.当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

指名・報酬委員会設置前である当事業年度に係る取締役の個人別の固定報酬等の内容の決定に当たっては、社

内取締役で構成される任意の報酬会議が、事前に社外取締役に具体的な報酬総額の算出方法等を説明し、意見を

勘案のうえ、多角的な検討を行ったうえで取締役の固定報酬を決定しており、決定方針に沿うものであると判断

しております。

業績連動型株式報酬は、取締役会により定められた役員株式給付規程に基づき決定しているため、決定方針に

沿うものであると判断しております。

②取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬額は、2017年８月18日開催の第10期定時株主総会

において年額600百万円（うち社外取締役分は年額50百万円以内）と承認されております。当該定時株主総会終結時

点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は５名（うち、社外取締役は０名）です。

また、当社は2015年より当該金銭報酬とは別枠で、取締役に対する業績連動型株式報酬制度を導入しており、当

該定時株主総会において、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行した際に、取締役（監査等委員であ

る取締役及び社外取締役を除く。）に対する報酬限度額について、その額（株式取得の原資として信託に拠出する

金銭の額）を５事業年度で800百万円及び付与ポイント（給付時に原則として１ポイント当たり１株に換算）の数は

１事業年度で260,000ポイントを上限として決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）の員数は５名です。

監査等委員である取締役の金銭報酬額は、当該定時株主総会において年額100百万円以内と承認されております。

当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は４名です。

　



― 46 ―

③取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

取締役の固定報酬に関しては、当社の独立性の基準を満たした独立社外取締役を過半数として構成された指名・

報酬委員会に取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決定を委任する旨の決議をしております。その権限の内容は、

株主総会において承認を受けた範囲内における、監査等委員ではない取締役の個人別の固定報酬等に関する事項で

あり、当該権限が適切に行使されるよう、当該指名・報酬委員会は、当社の独立性の基準を満たした独立社外取締

役を過半数として構成されております。また、これらの権限を委任した理由は、当該指名・報酬委員会が決定する

ことにより、公正性・透明性・客観性がより高まると考えたためであります。当該指名・報酬委員会の構成員の地

位及び担当は、以下の通りです。

氏名 地位及び担当

堀 裕 有識者（弁護士）

舩橋 晴雄 監査等委員（独立社外取締役）

古川 一夫 監査等委員（独立社外取締役）

なお、当事業年度の取締役の固定報酬に関しては、社内取締役（南部靖之、深澤旬子、若本博隆）で構成された

任意の報酬会議に取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決定を委任する旨の決議をしております。その権限の内

容は、株主総会において承認を受けた範囲内における各取締役の固定報酬の額であります。当該権限が適切に行使

されるよう、当該報酬会議は、事前に社外取締役に具体的な報酬総額の算出方法等を説明して、意見を勘案して決

定しております。当該報酬会議の構成員の地位及び担当は、「(2)①役員一覧」をご参照ください。

当事業年度の取締役の報酬等の額の決定過程における取締役会及び当該報酬会議の活動内容は、以下のとおりで

あります。

a.取締役会

　2020年８月20日：監査等委員ではない取締役の個人別報酬決定の報酬会議への委任について

　2021年２月26日：取締役の個人別報酬等の決定方針について

b.報酬会議

　2020年８月９日：各取締役の固定報酬について

　2020年８月17日：各取締役の固定報酬について

④業績連動報酬等に関する事項

当社は、取締役等の報酬と当社の業績及び株式との連動をより明確にし、当社の中長期的な業績ならびに企業価

値の向上への貢献意識を高めることを目的に、業績連動型株式報酬として株式給付信託（BBT）を採用しておりま

す。

業績連動型株式報酬は、各事業年度の業績目標の達成度等に応じて各取締役（監査等委員である取締役及び非業

務執行取締役を除く。）の役位に応じた基礎係数をもとに、取締役会にて定められた方法により決定しておりま

す。評価指標は、連結の営業利益及び親会社株主に帰属する当期純利益を採用するとともに、具体的な上限額を設

けることにより、透明性と客観性を高めております。具体的な算出方法は以下のとおりであります。

また、当該業績指標を選定した理由は、単事業年度の業績貢献を考慮するうえで損益数値が明快であり、連結の

営業利益及び親会社株主に帰属する当期純利益を用いるのが妥当と考えたためであります。

a.対象

評価対象事業年度の９月１日時点において取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非業務執行取締

役を除く。）及び役付執行役員（監査等委員会設置会社移行直前に取締役であった者に限る。）として在任し

ていた者（以下「取締役等」という。）

b.業績連動型株式報酬として支給する財産

当社普通株式
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c.株式報酬の総支給ポイント数の算定方法

以下に定める額のうち最も小さい額×30％÷給付を予定している当社株式の信託における１株当たりの会計上

の簿価

ⅰ)連結営業利益目標超過額

ⅱ)親会社株主に帰属する当期純利益目標超過額

ⅲ)４億円

d.個別支給ポイント数の算定方法

総支給ポイント数×（個人別基礎係数÷基礎係数合計）

e.役位別基礎係数一覧：

役位
一人当たり
基礎係数

2021年５月期 2022年５月期（予定）

対象人数
（人）

一人当たりの
上限ポイント

対象人数
（人）

一人当たりの
上限ポイント

代表取締役グループ代表兼社長 300 １ 92,800 １ 92,800

副社長執行役員 80 ４ 24,700 ４ 24,700

専務執行役員 80 ２ 24,700 ２ 24,700

常務執行役員 60 １ 18,500 １ 18,500

合計 － ８ － ８ －

(注）１ 業績連動型株式報酬の対象となる取締役等は、法人税法第34条第１項第３号に定める「業務執行役員」で

す。

２ 上記ⅰ)及びⅱ)は「評価対象事業年度の連結業績（営業利益または親会社株主に帰属する当期純利益）」か

ら「評価対象事業年度期初に開示される、前事業年度に係る決算短信で開示された連結業績（営業利益また

は親会社株主に帰属する当期純利益）の目標値」を減算した金額といたします。当該決算短信において連結

業績の目標値が開示されなかった場合には、対象目標超過額は０円といたします。

３ 「評価対象事業年度の連結業績（営業利益または親会社株主に帰属する当期純利益）」は、「当該業績連動

型株式報酬制度及び従業員に対する株式給付信託について定めた株式給付規程の定めに基づき計上される費

用（株式給付費用）」を減算する前の金額といたします。

４ 上記ⅰ)～ⅲ)のうち最も小さい額に30％を乗じた額は１百万円未満を切り捨てるものといたします。

５ 上記ⅰ)～ⅲ)のうち最も小さい額が20百万円未満の場合はポイント付与を行いません。

６ 総支給ポイント数の年間の上限は260,000ポイントといたします。

７ 当社株式の交付時は１ポイント当たり１株として換算いたします。

f.〈参考〉当事業年度における業績連動型株式報酬に係る指標の目標値及び実績：

　 （単位：百万円）

指標
2021年５月期

目標
2021年５月期

実績
（参考）2022年５月期

目標

連結営業利益 10,000 20,140 20,000

親会社株主に帰属する当期純利益 2,500 6,984 7,500

(注）2021年５月期実績の連結営業利益及び親会社株主に帰属する当期純利益は、「当該業績連動型株式報酬制度及び

従業員に対する株式給付信託について定めた株式給付規程の定めに基づき計上される費用（株式給付費用）」を

減算する前の金額としております。

g.〈参考〉第10期定時株主総会（2017年８月18日開催）の決議内容：

イ 概要

当該業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）は、当社が拠出する金銭（その上限は下記「ロ」

のとおり）を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び

非業務執行取締役を除く。以下、g．において同じ。）に対して、当社取締役会が定める役員株式給付規程に従っ

て、業績達成度等に応じて当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」とい

います。）が信託を通じて交付される業績連動型の株式報酬制度です。なお、当社の取締役が当社株式等の交付

を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

　 当該株主総会の決議日における、当該定めに係る取締役の員数は５名です。
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ロ 当社が拠出する金額の上限（報酬等の額）

当社は、2016年５月末日で終了した事業年度から2020年５月末日で終了する事業年度までの５事業年度（以下、

当該５事業年度の期間、及び当該５事業年度の経過後に開始する５事業年度ごとの期間を、それぞれ「対象期

間」といいます。）及びその後の各対象期間を対象として本制度を導入しており、当初の対象期間に関して本制

度に基づく当社の取締役への交付を行うための株式の取得資金として、800百万円を上限とする金銭を拠出し、受

益者要件を満たす取締役を受益者とする信託（以下、「本信託」といいます。）を設定しております。監査等委

員会設置会社への移行に伴い、本信託は、取締役を退任した者のうち受益者要件を満たす者を受益者とする信託

として存続させることとしております。

なお、対象期間経過後も、本制度が終了するまでの間、当社は各対象期間に800百万円を上限として追加拠出を

行います。ただし、かかる追加拠出を行う場合において、当該追加拠出を行おうとする対象期間の直前の対象期

間の末日に信託財産内に残存する当社株式（取締役に付与されたポイント数（ポイントについては下記「ハ」の

とおり）に相当する当社株式で、取締役に対する株式の交付が未了であるものを除きます。）及び金銭（以下、

「残存株式等」といいます。）があるときは、残存株式等の金額（当社株式については、直前の対象期間の末日

における帳簿価格とします。）と追加拠出される金銭の合計額は、当該定時株主総会で承認を得た上限の範囲内

とします。当社が追加拠出を決定したときは、適時適切に開示いたします。

ハ 取締役に交付される当社株式の具体的な内容

当社は、各事業年度に関して、各取締役の職務内容や責任等に応じて付与する基礎係数をもとに、連結業績目

標達成度を勘案して計算される数のポイントを各取締役に付与します。取締役に付与される１事業年度あたりの

ポイント数の合計は、260,000ポイント（当社普通株式260,000株相当）を上限とします。

なお、取締役に付与されるポイントは、下記「ニ」の当社株式等の交付に際し、１ポイント当たり当社普通株

式１株に換算されます。（ただし、当社株式について、株式分割、株式無償割当または株式併合が行われた場合

には、その比率等に応じて、換算比率について合理的な調整を行います。）

　
ニ 取締役に対する交付時期

取締役が退任し、役員株式給付規程に定める受益者要件を満たした場合、当該取締役は、所定の受益者確定手

続を行うことにより、退任時までに付与されたポイントを累積した数に応じた当社株式について、原則として退

任後に本信託から交付を受けます。ただし、役員株式給付規程に定める要件を満たす場合には、一定割合につい

て、当社株式の交付に代えて、時価で換算した金銭の交付を受ける場合があります。

なお、金銭交付を行うために、本信託により当社株式を売却する場合があります。

　
ホ 本信託内の株式に係る議決権

本信託内の当社株式に係る議決権は、信託管理人の指図に基づき、一律に行使しないこととします。係る方法

によることで、本信託内の当社株式に係る議決権の行使について、当社経営への中立性を確保することを企図し

ています。

⑤非金銭報酬等の内容

当社は、株式給付信託（BBT）を採用しております。詳細は「(4)④業績連動報酬等に関する事項」に記載してお

ります。
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⑥役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 業績連動報酬

監査等委員ではない取締役
（社外取締役を除く）

341 264 77 5

監査等委員である取締役
（社外取締役を除く）

16 16 - 1

社外取締役 36 36 - 3

（注）１ 監査等委員ではない取締役の報酬限度額は、2017年８月18日開催の第10期定時株主総会において、年

額600百万円以内（うち、社外取締役分は年額50百万円以内）と決議されております。なお、当該決

議日における、当該定めに係る取締役の員数は５名です。また、これとは別枠で取締役（監査等委員

である取締役、社外取締役及び非業務執行取締役を除く。）について、2017年８月18日開催の第10期

定時株主総会において、業績連動型株式報酬制度として株式給付信託（BBT）が決議されており、上

記の当事業年度に計上した株式給付引当金繰入額を記載しております。

２ 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2017年８月18日開催の第10期定時株主総会において、年額

100百万円以内と決議されております。なお、当該決議日における、当該定めに係る取締役の員数は

４名（うち社外取締役３名）です。

３ 当事業年度末現在の員数は、監査等委員ではない取締役５名、監査等委員である取締役３名（うち社

外取締役２名）であります。

⑦役員ごとの連結報酬等の総額等

氏名
連結報酬等の
総額（百万円）

役員区分 会社区分

連結報酬等の
種類別の額（百万円）

固定報酬 業績連動報酬

南部 靖之 208
代表取締役 提出会社 115 42

代表取締役 (株)パソナ 49 -

（注）連結報酬等の総額が１億円以上である者に限定して記載しております。

⑧使用人兼務役員の使用人給与

該当事項はありません。
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(5) 【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、純投資

目的である株式には、専ら株式の価値の変動または株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする株式を、

純投資目的以外の目的である投資株式には、それらの目的に加えて当社の中長期的な成長及び企業価値の向上に資

すると判断し保有する株式を区分しております。

②提出会社における株式の保有状況

提出会社については以下のとおりであります。

a.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ 保有方針及び保有の合理性を検証する方法ならびに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、中長期的な視点に立ち、当社の企業価値を高めるために、お客様及び取引先との信頼関係の強化及び

維持を図るとともに、取引の拡大、協業によるビジネスメリットが得られると判断できる場合において純投資目

的以外の目的である投資株式を保有いたします。

また、純投資目的以外の目的である投資株式（ただし、上場株式に限る。）を保有する場合は、これらの目的

が達成できていること、及びビジネスメリットが得られていることについて検証し、保有継続の適否を取締役会

にて判断いたします。なお、保有の合理性が認められなくなったと判断した場合は、当該株式を売却いたしま

す。

保有株式の議決権の行使につきましては、その議案の内容が当社の保有方針に適合しているかどうかに加え、

発行会社の発展と株主利益の向上、ならびに当社の株主及び投資家の利益に寄与するかを判断したうえで適切に

議決権を行使いたします。

ロ 銘柄数及び貸借対照表計上額

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 5 510

非上場株式以外の株式 2 2

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

銘柄数
(銘柄)

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 1 5 ファンドへの投資

非上場株式以外の株式 － － －

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

銘柄数
(銘柄)

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 1 4

非上場株式以外の株式 － －
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ハ 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表
計上額（百万円）

貸借対照表
計上額（百万円）

株式会社リクルート
ホールディングス

300 300
（保有目的）業務調査及び情報収集
（定量的な保有効果）（注）

無
1 1

パーソルホールディ
ングス株式会社

300 300 （保有目的）業務調査及び情報収集
（定量的な保有効果）（注）

無
0 0

（注） 情報収集目的の保有のため、定量的な保有効果の計測は行っておりません。保有に伴うリスクやコスト

が重要性に乏しいことを検証したうえで、保有の合理性を判断しております。

みなし保有株式

該当事項はありません。

b.保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

c.当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

d.当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。

③株式会社ベネフィット・ワンにおける株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい（最大保有会社）株式

会社ベネフィット・ワン（以下、「ベネフィット・ワン」という。）については以下のとおりであります。

a.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ 保有方針及び保有の合理性を検証する方法ならびに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　ベネフィット・ワンは、保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式（以下、「政策保有株式」とい

う。）については、同社にない事業資産を持つ会社と連携することにより自前で事業構築するよりも効率的にサ

ービスを補完し、お客様及び取引先との信頼関係の維持及び強化や業務提携における事業拡大等の中長期的な企

業価値の向上を目的として株式を保有しています。

　政策保有株式のうち、上場株式については個別銘柄毎に株式保有の目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが

資本コストに見合っているか等を毎年検証し、保有継続の適否を取締役会にて判断しております。当事業年度に

おいては、2021年３月開催の同社取締役会にて、業界動向や業績動向、財務状況に加え、営業面での協業成果、

今後の見通し等を総合的に検証し、保有継続が妥当であると判断しております。

ロ 銘柄数及び貸借対照表計上額

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 7 305

非上場株式以外の株式 3 1,854
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（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式増加の理由

非上場株式 1 4 第三者割当増資の引受

非上場株式以外の株式 － － －

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

　 該当事項はありません。

ハ 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の
株式の
保有の
有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表
計上額（百万円）

貸借対照表
計上額（百万円）

株式会社データホラ
イゾン

250,000 250,000

（保有目的）同社のヘルスケア事業と近接
する事業領域での業務提携によりＢＰＯサ
ービスメニューを拡充し、営業面での協業
成果を期待。
（定量的な保有効果）共同提案の状況、顧
客紹介の状況、業界における提携の有効性
等、営業面における年度毎の協業成果、今
後の見通しを検証し、保有の合理性を判
断。

無

1,056 434

サンネクスタグルー
プ株式会社（注）

778,000 778,000

（保有目的）同社の福利厚生事業と近接す
る事業領域での業務提携により、ＢＰＯサ
ービスメニューを拡充し、営業面での協業
成果を期待。
（定量的な保有効果）共同提案の状況、顧
客紹介の状況、業界における提携の有効性
等、営業面における年度毎の協業成果、今
後の見通しを検証し、保有の合理性を判
断。

有

793 686

株式会社リログルー
プ

2,000 2,000
（保有目的）業界動向の情報収集。
（定量的な保有効果）業界情報収集目的の
保有であり、保有に伴うリスクやコストが
重要性に乏しいことを検証し、保有の合理
性を判断。

有

4 4

（注）2020年７月１日付で日本社宅サービス株式会社からサンネクスタグループ株式会社に商号変更しております。

みなし保有株式

該当事項はありません。

b.保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

c.当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

d.当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。

　


